
申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

処 分 名 障害児通所給付費の支給の要否の決定 

根拠法令及び条項 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 21 条の５の７ 

所 管 課 係 名 長寿・障害福祉課 障害者福祉係 

関 係 条 項 
児童福祉法第 21条の５の５、同法第 21条の５の６、同法第 21条の

５の８及び同法第 21 条の５の９ 

審

査

基

準 

基 準 

児童福祉法第21条の５の７及び姶良市障害者等の障害福祉サービ

ス等に関する支給基準等を定める規則（平成 22 年姶良市規則第 87

号）を審査基準とする。 

参 考 事 項 
障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について 

障害福祉サービス・障害児通所支援等の利用者負担認定の手引き 

設定等年月日 令和２年 10 月 28 日 （    年  月  日最終変更） 

標

準

処

理

期

間 

標準処理期間 

総日数 14～50 日程度 

 

標準処理期間について、指定特定相談支援事業者又は指定障害児相

談支援事業者から、サービス等利用計画案又は障害児支援利用計画

案の提出が、標準処理期間を経過した場合については、この限りでな

い。 

設定等年月日 令和２年 10 月 28 日 （    年  月  日最終変更） 

備 考 
 

  



（参考条文） 

 【根拠条項】 

児童福祉法 

〔障害児通所給付費等の給付決定〕 

第二十一条の五の五 障害児通所給付費又は特例障害児通所給付費（以下この款において「障害児通所給付費

等」という。）の支給を受けようとする障害児の保護者は、市町村の障害児通所給付費等を支給する旨の決定

（以下「通所給付決定」という。）を受けなければならない。 

② 通所給付決定は、障害児の保護者の居住地の市町村が行うものとする。ただし、障害児の保護者が居住地

を有しないとき、又は明らかでないときは、その障害児の保護者の現在地の市町村が行うものとする。 

 

 【関係条項】 

 児童福祉法 

〔障害児通所給付費等の給付決定〕 

第二十一条の五の五 障害児通所給付費又は特例障害児通所給付費（以下この款において「障害児通所給付費

等」という。）の支給を受けようとする障害児の保護者は、市町村の障害児通所給付費等を支給する旨の決定

（以下「通所給付決定」という。）を受けなければならない。 

② 通所給付決定は、障害児の保護者の居住地の市町村が行うものとする。ただし、障害児の保護者が居住地

を有しないとき、又は明らかでないときは、その障害児の保護者の現在地の市町村が行うものとする。 

〔申請〕 

第二十一条の五の六 通所給付決定を受けようとする障害児の保護者は、厚生労働省令で定めるところにより、

市町村に申請しなければならない。 

② 市町村は、前項の申請があつたときは、次条第一項に規定する通所支給要否決定を行うため、厚生労働省

令で定めるところにより、当該職員をして、当該申請に係る障害児又は障害児の保護者に面接をさせ、その

心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定める事項について調査をさせるものとする。こ

の場合において、市町村は、当該調査を障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第五

十一条の十四第一項に規定する指定一般相談支援事業者その他の厚生労働省令で定める者（以下この条にお

いて「指定障害児相談支援事業者等」という。）に委託することができる。 

③ 前項後段の規定により委託を受けた指定障害児相談支援事業者等は、障害児の保健又は福祉に関する専門

的知識及び技術を有するものとして厚生労働省令で定める者に当該委託に係る調査を行わせるものとする。 

④ 第二項後段の規定により委託を受けた指定障害児相談支援事業者等の役員（業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人

に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認め

られる者を含む。次項並びに第二十一条の五の十五第三項第六号（第二十四条の九第三項（第二十四条の十

第四項において準用する場合を含む。）及び第二十四条の二十八第二項（第二十四条の二十九第四項において

準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）、第二十四条の十七第十一号及び第二十四条の三十六

第十一号において同じ。）若しくは前項の厚生労働省令で定める者又はこれらの職にあつた者は、正当な理由

なしに、当該委託業務に関して知り得た個人の秘密を漏らしてはならない。 

⑤ 第二項後段の規定により委託を受けた指定障害児相談支援事業者等の役員又は第三項の厚生労働省令で定



める者で、当該委託業務に従事するものは、刑法その他の罰則の適用については、法令により公務に従事す

る職員とみなす。 

〔通所給付決定の変更〕 

第二十一条の五の八 通所給付決定保護者は、現に受けている通所給付決定に係る障害児通所支援の支給量そ

の他の厚生労働省令で定める事項を変更する必要があるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町

村に対し、当該通所給付決定の変更の申請をすることができる。 

② 市町村は、前項の申請又は職権により、前条第一項の厚生労働省令で定める事項を勘案し、通所給付決定

保護者につき、必要があると認めるときは、通所給付決定の変更の決定を行うことができる。この場合にお

いて、市町村は、当該決定に係る通所給付決定保護者に対し通所受給者証の提出を求めるものとする。 

③ 第二十一条の五の五第二項、第二十一条の五の六（第一項を除く。）及び前条（第一項を除く。）の規定は、

前項の通所給付決定の変更の決定について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定

める。 

④ 市町村は、第二項の通所給付決定の変更の決定を行つた場合には、通所受給者証に当該決定に係る事項を

記載し、これを返還するものとする。 

〔通所給付決定の取消し〕 

第二十一条の五の九 通所給付決定を行つた市町村は、次に掲げる場合には、当該通所給付決定を取り消すこ

とができる。 

一 通所給付決定に係る障害児が、指定通所支援及び基準該当通所支援を受ける必要がなくなつたと認めると

き。 

二 通所給付決定保護者が、通所給付決定の有効期間内に、当該市町村以外の市町村の区域内に居住地を有す

るに至つたと認めるとき。 

三 通所給付決定に係る障害児又はその保護者が、正当な理由なしに第二十一条の五の六第二項（前条第三項

において準用する場合を含む。）の規定による調査に応じないとき。 

四 その他政令で定めるとき。 

② 前項の規定により通所給付決定の取消しを行つた市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、当該取

消しに係る通所給付決定保護者に対し通所受給者証の返還を求めるものとする。 

 


